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１．はじめに

平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災で宮城県内 12 土地改良区が甚大な津波被害を受
けた。被災土地改良区が抱える課題は，「経常費」に充てる経常賦課金の徴収ができないこ

とによる収入減，土地改良事業償還金に充てる「特別賦課金」の徴収困難化，復旧・復興事

業に従事する職員不足，地盤沈下による排水機運転経費の増大，流失した事務所再建や

大規模修繕工事など多岐にわたり，被災地全体の復興の妨げになることが懸念される。本発

表では，被災した土地改良区の抱えるこれらの課題のうち，特に運営面について報告する。

２. 津波被害を受けた土地改良区の現状と課題 1)

(1) 一般会計

宮城県内で津波被害を受けた 12 の
土地改良区の被害面積は地区面積の

48 ％に相当する 10,559ha に達した。表
-1 の各土地改良区の一般会計収入の
決算で示すとおり，平成 23 年度は土
地改良区の運営費に充てる経常賦課

金収入が総額の 28 ％に留まることとな
った。平成 24 年度では，水稲作付再
開面積の増加により経常賦課金収入

が総額の 35 ％に増加した。
(2) 経常賦課金

各土地改良区の平成 23 ， 24 年度の
作付面積，経常賦課金の賦課面積を

表 -2 に示す。平成 23 年度の経常賦課
金は，緊急除塩工事により平成 23 年
度産の水稲作付が可能となった D ，
H ， J の３つの土地改良区を除き，「作
付できない農地へは賦課しない」ことと

している。平成 24 年度もほとんどの土
地改良区で同様の措置をとっている。

(3) 特別賦課金

特別賦課金については，事業償還

金に対する利子補給を行う国の「東日

本大震災被災地域土地改良負担金償

還助成事業」を活用し，償還繰延と繰

延に伴う償還利子の負担軽減を行っ

ている。また，事業要件に合致せず国

の制度が使えなかった一部の地区については，県が独自に「津波被害土地改良区債償還
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支援事業」を制度化し，県が事業償還金の一時貸付を行った。これらの措置により，土地改

良区は水稲作付のできない農地への特別賦課金の賦課を免除している。

(4) 賦課金徴収に係るA土地改良区の例

A 土地改良区では，下流域の被災
農地等に湛水等の二次被害を引き起

こすおそれがある農地への用水供給

を行わず，経常賦課金を免除した。そ

の結果，平成 23 年度の賦課面積は
地区面積の 18 ％，経常賦課金収入
は前年度比 17%に留まることとなり ，
約 1 億 9 千 4 百万円の減額となった。
不足する運営経費を，県や町からの

農地ガレキ撤去工事の現場管理業務

の受託，共済保険金，全国土地改良

事業団体連合会からの交付金，積立

金の取り崩しなどで補填した結果，震

災関連収入は合計で約 1 億 4 千万円
に達した。経常賦課金収入の不足す

る分を全て補うには至らないが，特に，県や町からの受託収入は歳入決算額の 18 ％，共済
保険金収入に匹敵する約 6 千万円に上り，災害復旧等に係る土地改良区職員の人件費等
に充当された。

(5) 土地改良区運営資金のセーフティネット

土地改良区と同じく甚大な被害を受けた沿岸部の JA は， JA バンク支援基金からの資本
注入を受け，危機を乗り越えている。土地改良区については，国の特例措置等に救われた

面もあるが，厳しい運営が今後も続くことを考えると，現在の財政状況では心許ないこともあ

り，全国の土地改良区が結束して災害時の運営に対応できる制度等を検討する必要があろ

う。例えば，全国の土地改良区の資金拠出により，被災した土地改良区が運営資金等を無

利子または低利で借り入れ，長期間で償還するような，一種の「頼母子講」的な基金の造成

が考えられる。基金の造成規模，拠出方法，借入の範囲及び期間，償還方法ならびに基金

管理機関等の検討すべき課題は多いが，土地改良区の使命や公共性を鑑み，また，予想さ

れる大規模災害への対策として，実現に向けて検討すべきと考える。

３. おわりに

震災後，土地改良区は経常賦課金収入の大幅な減少等に伴い厳しい運営を余儀なくさ

れている。また，排水機場の運転経費の増加や，復興事業で新たに建設する施設の維持管

理費など，今後の運営への不安も大きい。一方で，被災地では，かつて無いほど，土地改良

区の有する様々な調整機能への期待も高まっている。土地改良区がその役割を果たし周囲

からの期待に応えることができるように，引き続き行政や関係機関からの支援を要請したい。
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